
公  告  第 １ 号 

令和７年１２月２５日 

 

公  告 

 

 

分任契約担当官                    

陸上自衛隊徳島駐屯地                 

                             第３４８会計隊徳島派遣隊長 前田 瑞貴   

  

 

 

下記のとおり一般競争入札を実施します。陸上自衛隊の入札及び契約心得等をご承知の上、ご参加ください。 

 

１ 競争入札に付する事項、競争入札執行の日時及び場所 

件名 再生可能エネルギー比率 規格 履行場所 履行期限 入札日時 入札場所 

 

陸上自衛隊

徳島駐屯地

で使用する

電気 

(1) １００％ 

仕様書の

とおり 

陸上自衛隊

徳島駐屯地 

令和８年４月１日

（月）００００ 

～ 

令和９年３月３１日

（月）２４００ 

令和８年２月１３日

（金）１１００ 

陸上自衛隊 

徳島駐屯地  

小会議室 

(2) ６０％以上 
令和８年２月１３日

（金）１１１５ 

(3) ３０％以上 
令和８年２月１３日

（金）１１３０ 

(4) ０％ 

（再生可能エネルギー

比率に係る条件なし） 

令和８年２月１３日

（金）１１４５ 

 

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

次の各号のすべての条件を満たす者 

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結の 

ために必要な同意を得ている者は、同条中の特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者。 

(3) 令和７・８・９年度の競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」において、Ｂ等級以上に格付けされ、四国地域 

の競争参加資格を有する者。 

 (4)  防衛省所管契約事務取扱細則第１８条第４項第１号から第７号に該当する者は格付けを問わないが、各号のいずれ

かに該当すること（具体的には以下ア～キのいずれかに該当すること）及び本公告の調達物品に係る資格の種類を有し

ており本公告の調達物件を製造できる技術力が確認できる書類等を令和８年２月２日（月）１３時００分までに書面等

にて提出すること。 

ア 当該入札にかかる物品と同等以上の仕様の物品を製造した実績等を証明できる者 

イ 資格審査の統一基準により算定された総合審査数値に以下の技術力の評価の数値を加算した場合に、当該入札に

係る等級に相当する数値となる者 

項 目 基 準 数 値 

入札物品等に関連する特許保有件数 

（特許は海外で取得したものを含む） 

３件以上 

２件 

１件 

１５ 

１０ 

５ 

入札物品の製造等に携わる技術士資格保有者数 

（技術士と同等以上の科学技術に関する外国の資格のうち文

部科学省令で定めるものを有する者であって、技術士の業務

が行うのに必要な相当の知識及び能力を有すると文部科学大

臣が認めたものを含む） 

９人以上 

７～８人 

５～６人 

３～４人 

１～２人 

１５ 

１２ 

９ 

６ 

３ 

入札物品の製造等に携わる技能認定者数 

（特級、一級、単一級） 

１１人以上 

９～１０人 

７～８人 

５～６人 

３～４人 

１～２人 

６ 

５ 

４ 

３ 

２ 

１ 

ウ ＳＢＩＲ制度の特定新技術補助金等の交付先中小企業者等であり、当該入札に係る物品又は役務に関する分野に

おける技術力を証明できる者 

エ 株式会社産業革新投資機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、株式会社地域経済活性化支援機構、株式会社

農林漁業成長産業化支援機構、株式会社民間資金等活用事業推進機構、官民イノベーションプログラム、株式会 

社海外需要開拓支援機構、一般社団法人環境不動産普及促進機構における耐震・環境不動産形成促進事業、株式会

社日本政策投資銀行における特定投資業務、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構、国立研究開発法人科学 

技術振興機構、株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構、一般社団法人グリーンファイナンス推進機構におけ

る地域脱炭素投資促進ファンド事業及び株式会社脱炭素化支援機構の支援対象事業者又は当該支援対象事業者の

出資先事業者であり、当該競争に係る物品又は役務に関する分野における技術力を証明できる者 



オ 国立研究開発法人（科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成２０年法律第６３号）第２条第９

項に規定する研究開発法人のうち、同法別表第３に掲げるものをいう。）が同法第３４条の６第１項の規定によ 

り行う出資のうち、金銭出資の出資先事業者又は当該出資先事業者の出資先事業者であり、当該競争に係る物品又は

役務に関する分野における技術力を証明できる者 

カ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構による「創薬ベンチャーエコシステム強化事業（ベンチャーキャピタル

の認定）」又は国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構による「研究開発型スタートアップ支援事業

（ベンチャーキャピタル等の認定）」において採択された者の出資先事業者であり、当該競争に係る物品又は役務

に関する分野における技術力を証明できる者 

キ グローバルに活躍するスタートアップを創出するための官民による集中プログラム（Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐ又はＪ

－Ｓｔａｒｔｕｐ地域版）に選定された事業者であり、当該競争に係る物品又は役務に関する分野における技術力

を証明できる者 

(5) 電気事業法第２条の２の規定に基づき、小売電気事業者としての登録を受けている者。 

(6) 予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギー 

の導入、グリーン電力証書の譲渡、需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組み並びに電源構成及び二酸 

化炭素排出係数の情報開示に関し、入札適合条件を満たす者。（適合証明書を提出すること。） 

 (7) 都道府県警察から暴力団関係者として防衛省が発注する工事等から排除するように要請があり、当該状態が継続して 

いる有資格者については、競争参加を認めない。 

(8) 入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係者として防衛省が発注する工事等から排除するよ 

うに要請があり、当該状態が継続している有資格者とは契約を行わない。 

(9) 入札及び契約心得に定める「暴力団排除に関する誓約事項」に基づく誓約を行わない者の競争参加を認めない。 

(10) 防衛大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止 

等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(11) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品の売買又は 

製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。 

(12) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由に該当するとして 

省指名停止権者が認めた場合は、この限りでない。 

(13) 入札に参加する者は、１（１）～１（４）のそれぞれの入札に応じた「特定電源割当計画書」を全て提出するものと 

する。この際、１（４）の入札に参加をする場合においても、再生可能エネルギー比率（％）を０と記載した「特定電 

源割当計画書」を提出するものとする。 

 

３ 適合証明書及び特定電源割当計画書の提出等 

(1) 入札参加希望者の書類提出 

入札参加希望者は、２（６）及び２（１３）に記載の適合証明書及び特定電源割当計画書（様式別途配布）を提出す

ること。 

(2) 提出方法 

持参又は郵送（ＦＡＸ不可） 

(3) 提出期限 

令和８年２月２日（月）１３時００分 

  

４ 本入札に適用する仕様書及び入札参加の可否判定 

  入札参加希望者から提出された「適合証明書」及び「特定電源割当計画書」をもって、本入札に適用する仕様書及び入 

札参加の可否について判定する。その判定結果は、令和８年２月６日（金）までに書面（ＦＡＸ含む）により入札参加希

望者に回答する。 

(1)  ２（１）から（１３）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、再生可能エネルギー比率１００％にて応札をできる 

者がいる場合は「仕様書Ａ（再生可能エネルギー比率１００％）」を採用するものとし、その者の競争参加を認める。 

(2) 第１号の要件を満たせない場合において、２（１）から（１３）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、再生可能エ 

ネルギー比率６０％以上で応札できる者がいる場合は「仕様書Ｂ（再生可能エネルギー比率６０％以上）」を採用するも 

のとし、その者の競争参加を認める。 

(3) 第２号の要件を満たせない場合において、２（１）から（１３）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、再生可能 

エネルギー比率３０％以上で応札できる者がいる場合は「仕様書Ｃ（再生可能エネルギー比率３０％以上）」を採用する 

ものとし、その者の競争参加を認める。 

(4) 第３号の要件を満たせない場合において、２（１）から（１３）までの全ての必要な資格を満たす者がいる場合、 

「仕様書Ｄ（再生可能エネルギー比率に係る条件なし）」を採用するものとし、再生可能エネルギー比率についての条件 

は付さないこととする。 

 

５ 契約条項を示す場所等 

(1) 入札関係書類は、第３４８会計隊徳島派遣隊において令和８年１月１３日（火）から令和８年１月３０日（金）まで

配布する。また、入札参加希望者の要望によりＦＡＸ等でも配布する。 

（土曜・日曜・祝日を除く０８：１５～１７：００） 

(2) 入札参加希望者は、競争参加資格審査結果通知書の写し及び参加申込票を提出すること。（ＦＡＸ可） 

 

６ 入札説明会及び競争入札実施要領等 

(1) 入札説明会 ： 一同に会しての説明会は実施しない。ただし、入札参加希望者が仕様書内容及び現場等の確認を要 

望する場合は、事前の日時調整により個別対応する。 



 

(2) 入札実施要領 

  ア １（１）の入札で応札をできる者がいる場合 

１（１）の入札を実施する。この場合において、初度の入札で決定しなかった場合、直ちに再度入札を実施する。 

そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための入札書を準備のこと。 

イ １（１）の入札で落札者がいなかった場合（再度入札を含む）、あるいは１（１）の入札で応札をできる者がなかっ 

た場合 

１（２）の入札を実施する。この場合において初度の入札で決定しなかった場合、直ちに再度入札を実施する。そ 

のため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための入札書を準備のこと。 

ウ １（２）の入札で落札者がいなかった場合（再度入札を含む）、あるいは１（２）の入札で応札をできる者がなかっ 

た場合 

１（３）の入札を実施する。この場合において初度の入札で決定しなかった場合、直ちに再度入札を実施する。 

そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための入札書を準備のこと。 

エ １（３）の入札で落札者がいなかった場合（再度入札を含む）、あるいは１（３）の入札で応札をできる者がなか 

った場合 

１（４）の入札を実施する。この場合において初度の入札で決定しなかった場合、直ちに再度入札を実施する。 

そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための入札書を準備のこと。 

  オ 入札において、１（１）の入札案件が落札に至った場合、１（２）～１（４）の入札は全て実施しない。 

  カ 入札において、１（２）の入札案件が落札に至った場合、１（３）～１（４）の入札は全て実施しない。 

  キ 入札において、１（３）の入札案件が落札に至った場合、１（４）の入札は実施しない。 

 

７ 保証金等に関する事項 

(1) 入札保証金 ： 免除。ただし、落札者が「入札及び契約心得」に従って契約の締結手続きをしない場合は、落札者 

が契約締結に応じないものと見なし、落札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収す 

る。 

(2) 契約保証金 ： 免除。ただし、契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上の金額を違約金 

として徴収する。 

 

８ 入札方法及び落札の決定 

(1) 落札決定方式 ： 予定総価（ただし、契約締結は、基本料金単価及び電力量料金単価による単価契約とする。） 

(2) 入札金額は、契約電力に対する単価（基本料金単価）及び使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を算定基礎と 

し、仕様書に記載する月毎の予定契約電力及び予定使用電力量に基づき算定した金額の年間総額とすること。 

(3) 入札金額の算定において、力率割引又は割増、発電費用等に係る燃料価格変動の調整額及び電気事業者による再生可 

能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は、考慮しないこと。 

(4) 予定価格の範囲内で最低価格をもって入札した者を落札者とする。落札となるべき同額の入札者が２人以上ある場合 

は、くじ引きにより落札者を決定する。 

(5) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税法で規定する消費税率に基づく消費税に相当する金額を加 

算した金額をもって落札金額とするので、入札者は消費税・地方消費税の課税事業者・免税事業者であることに拘わら 

ず、入札書には見積もった金額から消費税法で規定する消費税率に基づく消費税に相当する金額を差し引いた金額を記 

載すること。（１円未満の端数がある時は、その端数を切り捨てるものとする。） 

 

９ 入札の無効 

(1) 第２項で示した競争に参加する者に必要な資格の無い者のした入札 

(2) 第３項で示した提出書類の審査結果が不合格であった者の入札 

(3) 入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札 

  ※押印を省略する場合は押印に代えて、責任者及び担当者氏名及び連絡先を記入すること 

(4) 入札金額（親金額）が修正又は訂正された入札 

(5) 入札金額が鉛筆又は消しゴム等で消すことが可能な筆記用具で記載された入札 

(6) 入札者等が実施した「暴力団排除に関する宣誓事項」に基づく制約に虚偽のあった場合の入札 

(7) その他入札に関する条件に違反した入札 

 

10 契約書の作成 

落札決定後、速やかに単価契約書を作成する。単価契約書の作成要領は、落札者に個別説明する。 

 

11 その他 

(1) 郵便入札は、令和８年２月１２日（木）１７時００分必着分までを有効とする。入札書を郵送する旨を事前連絡する

とともに、便着を必ず確認すること。なお、落札となるべき同額の入札の場合は、本入札に関係の無い職員によりくじ

引きを実施する。郵便入札においても、一の案件において再度入札となった場合、その再度入札への入札を希望する 

場合は、再度入札のための入札書も送付すること。 

(2) 電報・電話・ＦＡＸ・メール等による入札は認めない。 

(3) 代表者以外での入札については、入札開始までに委任状を提出すること。（ＦＡＸ不可） 

(4) 陸上自衛隊の入札及び契約心得等は、第３４８会計隊徳島派遣隊事務室で閲覧できる。また、陸上自衛隊中部方面会 

計隊ホームページでも閲覧できる。 

(5) 市場価格調査を依頼する場合は、ご協力をお願いする。 



(6) ６（２）入札実施要領中、ア項の初度入札で落札した場合の再度入札書あるいはオ～キ項に該当した入札書に関して 

は、開封することなく返送する。 

(7) 入札書に関しては、１（１）～１（４）までの各入札案件ごと、それぞれの案件名、入札日時及び場所を記載した個 

別の封書に、各案件の入札書を個別に封入することとする。また、１（１）～１（４）までの再度入札への入札を希望 

する場合は、案件名、入札日時及び場所に加え案件名の最後に（再度入札分）と記載した個別の封書に、各案件の再度 

入札書を個別に封入することとする。 

(8) 問い合わせ先 

〒７７９－１１１６ 徳島県阿南市那賀川町小延 413-1 陸上自衛隊徳島駐屯地 

ア 入札及び契約手続き等に関する事項 

第３４８会計隊徳島派遣隊 担当：前田 

ＴＥＬ：０８８４－４２－０９９１（内線３４５）ＦＡＸ：０８８４－４２－０９９３（直通） 

イ 仕様書内容及び現場等に関する事項 

陸上自衛隊徳島駐屯地業務隊管理科  担当：菊池 

ＴＥＬ：０８８４－４２－０９９１（内線３１７） 

 

本公告は、陸上自衛隊善通寺駐屯地  第３４８会計隊 掲示板 

陸上自衛隊松山駐屯地   第３５８会計隊 掲示板 

陸上自衛隊高知駐屯地   第４０９会計隊 掲示板 

陸上自衛隊中部方面会計隊ホームページ（httpｓ://www.mod.go.jp/gsdf/mae/mafin/） 
に掲示している。 

 

 



                         申込日年月日：  ．  ．   

参 加 申 込 票 

注意事項等 

１ 入札参加を希望する場合は本申込票に必要事項を記入し下記の２の連絡先までＦＡＸして 

ください。また、参加を予定している入札の区分の欄に、チェックの表記をお願いします。 

 

２ 連絡先 

  第３４８会計隊徳島派遣隊  担当：前田 

  ＴＥＬ ０８８４－４２－０９９１（内線：３４５） 

  ＦＡＸ ０８８４－４２－０９９３ 

 

３ 入札関係書類等について 

     参加申込確認後、メールまたはＦＡＸの方法にて該当する入札書を送付致します。 

 
公 開 日 令和７年 １２月 ２５日 

件 名 陸上自衛隊徳島駐屯地で使用する電気 

入 札 日 時 令和８年 ２月 １３日（金）１１時００分～ 

入 札 場 所 陸上自衛隊徳島駐屯地 第３４８会計隊徳島派遣隊 

会 社 名  

住 所 

〒 

 

 

 

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

メールアドレス  

担 当 者 名  

参 加 方 法 

（該当する欄に

〇をして下さい） 

持参（開札参加） 郵  便 

  

 

入札参加予定区

分（該当する欄

に〇をして下さ

い） 

区 分 入 札 再度入札 

仕様書Ａ（再生可能エネルギー

比率１００％） 

  

仕様書Ｂ（再生可能エネルギー

比率６０％以上） 

  

仕様書Ｃ（再生可能エネルギー

比率３０％以上） 

  

仕様書Ｄ（再生可能エネルギー

比率なし） 
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5/8 別紙第３　月別最大需要電力実績（参考）

7/8 付紙第２　特定電源割当証明書様式例（参考）　　　

付紙第１　特定電源割当計画書様式例（参考）　　　
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図面番号

6/8

電　　気　　料　　仕　　様　　書　　Ａ

1/8，2/8

別紙第２　月別予定使用電力

図　　　面　　　名　　　称

仕様書

※　本件は、再生可能エネルギー比率１００％での入札に使用する。

別紙第１　要求要件

8/8 案内図



： 陸上自衛隊徳島駐屯地で使用する電気

： ４８６ＫＷ

（契約上使用できる最大電力をいい、30分最大需要

：

：

：

徳島県阿南市那賀川町小延４１３－１

： 自衛隊（事務所）

： １００〔％〕

 (1)　 受電電気方式、受電電圧、軽量電圧、周波数、受電方式

： 交流三相三線式

：

：

： ６０〔Hz〕

： 常時・予備２回線等容量受電

 (2)　 電力量の検針（電力会社の既設遠隔自動検針装置有り）

　　　メーカー 富士電機メーター株式会社

　　　製品名 屋内耐候型　変成器付複合計器（時間帯別・精密級）

　　　型　式 ＦＰ３Ｅ１５－Ｒ形　２０２４年製

 (3)　 需給地点

　　　 四国電力送配電株式会社の配電線「エノシマキタ３１Ｎ７号柱」より引き込み

 　　した陸上自衛隊徳島駐屯地の構内柱上に設置した陸上自衛隊徳島駐屯地の気中開

　　 閉器の電源側リード線の接続点とする。

 (4)　 電気工作物の財産分界点

  　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社の所有である。

 (5)　 保安上の責任分界点

　　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社がその保安の責めを負う。

標準　６，０００〔Ｖ〕

２　　当施設の受電設備等

     電力量が契約電力と同じ値とする。）

 (8)　 供給電気の種類等

　　　「RE100　TECHNICAL　CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給する

　　　こととし、その電気は再エネ比率１００％とすること。

　　　参照：「RE100　TECHNICAL　CRITERIA」の要件　　http：//there100.org/going-100

 (6)　 業種及び用途

仕　　　様　　　書

陸上自衛隊徳島駐屯地

１　　調達物品名及び予定数量

 (1)　 調達物品名

 (2)　 契約電力

 (5)　 需要場所

 (7)　 契約期間における予定力率

１，７０３，０００（ＫＷｈ）

　　 エ　周波数

自　令和８年４月　１日　００：００

至　令和９年３月３１日　２４：００

 (3)　 使用期間予定使用電力量

 (4)　 使用期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月別予定使用電力量は、別紙第２に記載）

　　 イ　受電電圧

　　 ウ　計量電圧 標準　６，０００〔Ｖ〕

　　 オ　受電方式

　　　　　電力量計構成

　　 ア　受電電気方式
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 (6)　 その他

４　　入札書に添付して提出すべき書類

 (7)　 二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件に適合し

 (8)　 再生可能エネルギー電源の割当計画書及び内訳（参考：付紙第１　特定電源割当計画

　　 書様式例）

　 と判断がなされた場合には不合格となり、落札決定の対象から除外する。

　 とおりである。

　　 ア　力率の保持のため自動力率調整装置を設置しており、使用期間中の力率は１００％

　　　 を保持する予定。

 (1)　 入札参加証明書(適合証明書）

 (2)　 供給する能力を有することを証明する発電設備の概要等に関する資料

 (5)　 電気事業法（３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定に基づき一般電気事業者と

 (2)　 要求要件は全て必須の要求要件である。

 (3)　 必須の要求要件は当施設が必要とする最低限の要求要件を示しており、履行されない

　　 エ　冷暖房設備、給湯設備及び厨房設備等に要する全ての熱源を電気でまかなっている。

　 他で求める提出資料の内容を審査して行う。

 (4)　 当施設の要求要件を履行できるか否かの判断は、当施設が本件に係る提案仕様書その

 (3)　 障害支援体制に関する資料

３　　当施設の要求要件

 (1)　 本調達に係る当施設の要求要件（以下(要求要件」という。）は、別紙第１に示す

　　 イ　フリッカ発生装置機器等電気の質に影響を与える負荷設備は特に有してない。

　　 ウ　非常用自家発電設備（系統非連結型　５００ＫＶＡ　１台　　７５ＫＶＡ　２台）

　　 た事を証明する書類

　　 オ　その他、この仕様書に定めのない事項については、官側との協議の上、決定するもの

　　 　とする。

 　して許可を得ていることを証明する書類、または、電気事業法第１６条の２第１項の規

   定に基づき特定規模電気事業者の届出をしていることを証明する書類

 (6)　 電気事業法第１６条の２第１項に規定する特定規模電気事業者の場合は、一般電気事

　 業者との接続が可能であることを証明する書類及び電気託送確約書

　　　 を有している。

 (4)　 供給条件に関する資料（特定規模需要電気供給条件等）
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要求要件

１ 　基本的要求要件

　 こと。ただし当該設備等に改修および改造等が必要であるときは当施設と協議すること。

(2)　障害等が発生した場合には迅速に対処できる体制を有すること。

２　 契約に関する要求要件

(1)　時間帯別等の部分供給契約はしない。

(2)　四国地区の一般電気事業者が実施する燃料費調整ならびに力率の変動及びその他の要因

　　　　による料金の調整と同等の調整を行う。

(3)　入札価格の算定にあたっては、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び電気事業者によ

　　　　る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しない。

(4)　二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件を満たすこ

　　と。

(5)　供給した電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率及び内訳について確認できる資

    料を書面（参考：付紙第２　特定電源割当証明書）で半期ごと（９月・３月）の頻度で

　  官側へ提出すること。

(1)　当施設が要求する期間中、当施設の設備等を利用して安定した電気の供給が可能である

別紙第１
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       別紙第２

月別予定使用電力量

予定使用電力量（ｋｗｈ）年　月

90,000

84,000

174,000

181,000

162,000

110,000

106,000

165,000

184,000

175,000

1,703,000

令和8年 4月

令和8年 5月

令和8年 6月

令和8年 7月

令和8年 8月

令和8年 9月

計

令和8年 10月

119,000

令和8年 11月

令和8年 12月

令和9年 1月

令和9年 2月

令和9年 3月 153,000

4 / 8



       別紙第３

月別最大需要電力実績（参考）

年　月 最大需要電力（ｋｗ）

令和６年 １１月 296

令和６年 １２月 433

令和７年 １月 450

令和７年 ２月 468

令和７年 ３月 398

令和７年 ４月 336

令和７年 ５月 253

令和７年 ６月 382

令和７年 ７月 486

令和７年 ８月 486

令和７年 ９月 442

令和７年 １０月 350
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特定電源割当計画書様式例 

 

 

付紙第 1 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　需要施設名等

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（再エネ由来電力量の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約予定電力

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　計　画　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値については、●●●●に移転する計画である。

○○年度に以下の通り●●●●に電力を供給することを計画する。

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

※計画作成時点において、供給元発電所等について未定である場合は、可能な範囲で細部について記載すること
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

○○年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

付紙第 2 



　

案　　内　　図
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/
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5/8 別紙第３　月別最大需要電力実績（参考）

7/8 付紙第２　特定電源割当証明書様式例（参考）　　　

付紙第１　特定電源割当計画書様式例（参考）　　　
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図面番号

6/8

電　　気　　料　　仕　　様　　書　　Ａ

1/8，2/8

別紙第２　月別予定使用電力

図　　　面　　　名　　　称

仕様書

※　本件は、再生可能エネルギー比率６０％での入札に使用する。

別紙第１　要求要件

8/8 案内図



： 陸上自衛隊徳島駐屯地で使用する電気

： ４８６ＫＷ

（契約上使用できる最大電力をいい、30分最大需要

：

：

：

徳島県阿南市那賀川町小延４１３－１

： 自衛隊（事務所）

： １００〔％〕

 (1)　 受電電気方式、受電電圧、軽量電圧、周波数、受電方式

： 交流三相三線式

：

：

： ６０〔Hz〕

： 常時・予備２回線等容量受電

 (2)　 電力量の検針（電力会社の既設遠隔自動検針装置有り）

　　　メーカー 富士電機メーター株式会社

　　　製品名 屋内耐候型　変成器付複合計器（時間帯別・精密級）

　　　型　式 ＦＰ３Ｅ１５－Ｒ形　２０２４年製

 (3)　 需給地点

　　　 四国電力送配電株式会社の配電線「エノシマキタ３１Ｎ７号柱」より引き込み

 　　した陸上自衛隊徳島駐屯地の構内柱上に設置した陸上自衛隊徳島駐屯地の気中開

　　 閉器の電源側リード線の接続点とする。

 (4)　 電気工作物の財産分界点

  　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社の所有である。

 (5)　 保安上の責任分界点

　　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社がその保安の責めを負う。

標準　６，０００〔Ｖ〕

２　　当施設の受電設備等

     電力量が契約電力と同じ値とする。）

 (8)　 供給電気の種類等

　　　「RE100　TECHNICAL　CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給する

　　　こととし、その電気は再エネ比率６０％とすること。

　　　参照：「RE100　TECHNICAL　CRITERIA」の要件　　http：//there100.org/going-100

 (6)　 業種及び用途

仕　　　様　　　書

陸上自衛隊徳島駐屯地

１　　調達物品名及び予定数量

 (1)　 調達物品名

 (2)　 契約電力

 (5)　 需要場所

 (7)　 契約期間における予定力率

１，７０３，０００（ＫＷｈ）

　　 エ　周波数

自　令和８年４月　１日　００：００

至　令和９年３月３１日　２４：００

 (3)　 使用期間予定使用電力量

 (4)　 使用期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月別予定使用電力量は、別紙第２に記載）

　　 イ　受電電圧

　　 ウ　計量電圧 標準　６，０００〔Ｖ〕

　　 オ　受電方式

　　　　　電力量計構成

　　 ア　受電電気方式

1 / 8



 (6)　 その他

４　　入札書に添付して提出すべき書類

 (7)　 二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件に適合し

 (8)　 再生可能エネルギー電源の割当計画書及び内訳（参考：付紙第１　特定電源割当計画

　　 書様式例）

　 と判断がなされた場合には不合格となり、落札決定の対象から除外する。

　 とおりである。

　　 ア　力率の保持のため自動力率調整装置を設置しており、使用期間中の力率は１００％

　　　 を保持する予定。

 (1)　 入札参加証明書(適合証明書）

 (2)　 供給する能力を有することを証明する発電設備の概要等に関する資料

 (5)　 電気事業法（３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定に基づき一般電気事業者と

 (2)　 要求要件は全て必須の要求要件である。

 (3)　 必須の要求要件は当施設が必要とする最低限の要求要件を示しており、履行されない

　　 エ　冷暖房設備、給湯設備及び厨房設備等に要する全ての熱源を電気でまかなっている。

　 他で求める提出資料の内容を審査して行う。

 (4)　 当施設の要求要件を履行できるか否かの判断は、当施設が本件に係る提案仕様書その

 (3)　 障害支援体制に関する資料

３　　当施設の要求要件

 (1)　 本調達に係る当施設の要求要件（以下(要求要件」という。）は、別紙第１に示す

　　 イ　フリッカ発生装置機器等電気の質に影響を与える負荷設備は特に有してない。

　　 ウ　非常用自家発電設備（系統非連結型　５００ＫＶＡ　１台　　７５ＫＶＡ　２台）

　　 た事を証明する書類

　　 オ　その他、この仕様書に定めのない事項については、官側との協議の上、決定するもの

　　 　とする。

 　して許可を得ていることを証明する書類、または、電気事業法第１６条の２第１項の規

   定に基づき特定規模電気事業者の届出をしていることを証明する書類

 (6)　 電気事業法第１６条の２第１項に規定する特定規模電気事業者の場合は、一般電気事

　 業者との接続が可能であることを証明する書類及び電気託送確約書

　　　 を有している。

 (4)　 供給条件に関する資料（特定規模需要電気供給条件等）
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要求要件

１ 　基本的要求要件

　 こと。ただし当該設備等に改修および改造等が必要であるときは当施設と協議すること。

(2)　障害等が発生した場合には迅速に対処できる体制を有すること。

２　 契約に関する要求要件

(1)　時間帯別等の部分供給契約はしない。

(2)　四国地区の一般電気事業者が実施する燃料費調整ならびに力率の変動及びその他の要因

　　　　による料金の調整と同等の調整を行う。

(3)　入札価格の算定にあたっては、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び電気事業者によ

　　　　る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しない。

(4)　二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件を満たすこ

　　と。

(5)　供給した電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率及び内訳について確認できる資

    料を書面（参考：付紙第２　特定電源割当証明書）で半期ごと（９月・３月）の頻度で

　  官側へ提出すること。

(1)　当施設が要求する期間中、当施設の設備等を利用して安定した電気の供給が可能である

別紙第１
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       別紙第２

月別予定使用電力量

予定使用電力量（ｋｗｈ）年　月

90,000

84,000

174,000

181,000

162,000

110,000

106,000

165,000

184,000

175,000

1,703,000

令和8年 4月

令和8年 5月

令和8年 6月

令和8年 7月

令和8年 8月

令和8年 9月

計

令和8年 10月

119,000

令和8年 11月

令和8年 12月

令和9年 1月

令和9年 2月

令和9年 3月 153,000
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       別紙第３

月別最大需要電力実績（参考）

年　月 最大需要電力（ｋｗ）

令和６年 １１月 296

令和６年 １２月 433

令和７年 １月 450

令和７年 ２月 468

令和７年 ３月 398

令和７年 ４月 336

令和７年 ５月 253

令和７年 ６月 382

令和７年 ７月 486

令和７年 ８月 486

令和７年 ９月 442

令和７年 １０月 350
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特定電源割当計画書様式例 

 

 

付紙第 1 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　需要施設名等

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（再エネ由来電力量の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約予定電力

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　計　画　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値については、●●●●に移転する計画である。

○○年度に以下の通り●●●●に電力を供給することを計画する。

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

※計画作成時点において、供給元発電所等について未定である場合は、可能な範囲で細部について記載すること
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

○○年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

付紙第 2 
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5/8 別紙第３　月別最大需要電力実績（参考）

7/8 付紙第２　特定電源割当証明書様式例（参考）　　　

付紙第１　特定電源割当計画書様式例（参考）　　　
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図面番号

6/8

電　　気　　料　　仕　　様　　書　　Ａ

1/8，2/8

別紙第２　月別予定使用電力

図　　　面　　　名　　　称

仕様書

※　本件は、再生可能エネルギー比率３０％での入札に使用する。

別紙第１　要求要件

8/8 案内図



： 陸上自衛隊徳島駐屯地で使用する電気

： ４８６ＫＷ

（契約上使用できる最大電力をいい、30分最大需要

：

：

：

徳島県阿南市那賀川町小延４１３－１

： 自衛隊（事務所）

： １００〔％〕

 (1)　 受電電気方式、受電電圧、軽量電圧、周波数、受電方式

： 交流三相三線式

：

：

： ６０〔Hz〕

： 常時・予備２回線等容量受電

 (2)　 電力量の検針（電力会社の既設遠隔自動検針装置有り）

　　　メーカー 富士電機メーター株式会社

　　　製品名 屋内耐候型　変成器付複合計器（時間帯別・精密級）

　　　型　式 ＦＰ３Ｅ１５－Ｒ形　２０２４年製

 (3)　 需給地点

　　　 四国電力送配電株式会社の配電線「エノシマキタ３１Ｎ７号柱」より引き込み

 　　した陸上自衛隊徳島駐屯地の構内柱上に設置した陸上自衛隊徳島駐屯地の気中開

　　 閉器の電源側リード線の接続点とする。

 (4)　 電気工作物の財産分界点

  　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社の所有である。

 (5)　 保安上の責任分界点

　　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社がその保安の責めを負う。

標準　６，０００〔Ｖ〕

２　　当施設の受電設備等

     電力量が契約電力と同じ値とする。）

 (8)　 供給電気の種類等

　　　「RE100　TECHNICAL　CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給する

　　　こととし、その電気は再エネ比率３０％とすること。

　　　参照：「RE100　TECHNICAL　CRITERIA」の要件　　http：//there100.org/going-100

 (6)　 業種及び用途

仕　　　様　　　書

陸上自衛隊徳島駐屯地

１　　調達物品名及び予定数量

 (1)　 調達物品名

 (2)　 契約電力

 (5)　 需要場所

 (7)　 契約期間における予定力率

１，７０３，０００（ＫＷｈ）

　　 エ　周波数

自　令和８年４月　１日　００：００

至　令和９年３月３１日　２４：００

 (3)　 使用期間予定使用電力量

 (4)　 使用期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月別予定使用電力量は、別紙第２に記載）

　　 イ　受電電圧

　　 ウ　計量電圧 標準　６，０００〔Ｖ〕

　　 オ　受電方式

　　　　　電力量計構成

　　 ア　受電電気方式
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 (6)　 その他

４　　入札書に添付して提出すべき書類

 (7)　 二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件に適合し

 (8)　 再生可能エネルギー電源の割当計画書及び内訳（参考：付紙第１　特定電源割当計画

　　 書様式例）

　 と判断がなされた場合には不合格となり、落札決定の対象から除外する。

　 とおりである。

　　 ア　力率の保持のため自動力率調整装置を設置しており、使用期間中の力率は１００％

　　　 を保持する予定。

 (1)　 入札参加証明書(適合証明書）

 (2)　 供給する能力を有することを証明する発電設備の概要等に関する資料

 (5)　 電気事業法（３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定に基づき一般電気事業者と

 (2)　 要求要件は全て必須の要求要件である。

 (3)　 必須の要求要件は当施設が必要とする最低限の要求要件を示しており、履行されない

　　 エ　冷暖房設備、給湯設備及び厨房設備等に要する全ての熱源を電気でまかなっている。

　 他で求める提出資料の内容を審査して行う。

 (4)　 当施設の要求要件を履行できるか否かの判断は、当施設が本件に係る提案仕様書その

 (3)　 障害支援体制に関する資料

３　　当施設の要求要件

 (1)　 本調達に係る当施設の要求要件（以下(要求要件」という。）は、別紙第１に示す

　　 イ　フリッカ発生装置機器等電気の質に影響を与える負荷設備は特に有してない。

　　 ウ　非常用自家発電設備（系統非連結型　５００ＫＶＡ　１台　　７５ＫＶＡ　２台）

　　 た事を証明する書類

　　 オ　その他、この仕様書に定めのない事項については、官側との協議の上、決定するもの

　　 　とする。

 　して許可を得ていることを証明する書類、または、電気事業法第１６条の２第１項の規

   定に基づき特定規模電気事業者の届出をしていることを証明する書類

 (6)　 電気事業法第１６条の２第１項に規定する特定規模電気事業者の場合は、一般電気事

　 業者との接続が可能であることを証明する書類及び電気託送確約書

　　　 を有している。

 (4)　 供給条件に関する資料（特定規模需要電気供給条件等）
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要求要件

１ 　基本的要求要件

　 こと。ただし当該設備等に改修および改造等が必要であるときは当施設と協議すること。

(2)　障害等が発生した場合には迅速に対処できる体制を有すること。

２　 契約に関する要求要件

(1)　時間帯別等の部分供給契約はしない。

(2)　四国地区の一般電気事業者が実施する燃料費調整ならびに力率の変動及びその他の要因

　　　　による料金の調整と同等の調整を行う。

(3)　入札価格の算定にあたっては、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び電気事業者によ

　　　　る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しない。

(4)　二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件を満たすこ

　　と。

(5)　供給した電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率及び内訳について確認できる資

    料を書面（参考：付紙第２　特定電源割当証明書）で半期ごと（９月・３月）の頻度で

　  官側へ提出すること。

(1)　当施設が要求する期間中、当施設の設備等を利用して安定した電気の供給が可能である

別紙第１
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       別紙第２

月別予定使用電力量

予定使用電力量（ｋｗｈ）年　月

90,000

84,000

174,000

181,000

162,000

110,000

106,000

165,000

184,000

175,000

1,703,000

令和8年 4月

令和8年 5月

令和8年 6月

令和8年 7月

令和8年 8月

令和8年 9月

計

令和8年 10月

119,000

令和8年 11月

令和8年 12月

令和9年 1月

令和9年 2月

令和9年 3月 153,000
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       別紙第３

月別最大需要電力実績（参考）

年　月 最大需要電力（ｋｗ）

令和６年 １１月 296

令和６年 １２月 433

令和７年 １月 450

令和７年 ２月 468

令和７年 ３月 398

令和７年 ４月 336

令和７年 ５月 253

令和７年 ６月 382

令和７年 ７月 486

令和７年 ８月 486

令和７年 ９月 442

令和７年 １０月 350
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6/8 

 

 

特定電源割当計画書様式例 

 

 

付紙第 1 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　需要施設名等

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（再エネ由来電力量の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約予定電力

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　計　画　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値については、●●●●に移転する計画である。

○○年度に以下の通り●●●●に電力を供給することを計画する。

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

※計画作成時点において、供給元発電所等について未定である場合は、可能な範囲で細部について記載すること
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

○○年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

付紙第 2 
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5/8 別紙第３　月別最大需要電力実績（参考）

7/8 付紙第２　特定電源割当証明書様式例（参考）　　　

付紙第１　特定電源割当計画書様式例（参考）　　　

3/8

図面番号

6/8

電　　気　　料　　仕　　様　　書　　Ａ

1/8，2/8

別紙第２　月別予定使用電力

図　　　面　　　名　　　称

仕様書

※　本件は、再生可能エネルギー比率０％での入札に使用する。

別紙第１　要求要件

8/8 案内図



： 陸上自衛隊徳島駐屯地で使用する電気

： ４８６ＫＷ

（契約上使用できる最大電力をいい、30分最大需要

：

：

：

徳島県阿南市那賀川町小延４１３－１

： 自衛隊（事務所）

： １００〔％〕

 (1)　 受電電気方式、受電電圧、軽量電圧、周波数、受電方式

： 交流三相三線式

：

：

： ６０〔Hz〕

： 常時・予備２回線等容量受電

 (2)　 電力量の検針（電力会社の既設遠隔自動検針装置有り）

　　　メーカー 富士電機メーター株式会社

　　　製品名 屋内耐候型　変成器付複合計器（時間帯別・精密級）

　　　型　式 ＦＰ３Ｅ１５－Ｒ形　２０２４年製

 (3)　 需給地点

　　　 四国電力送配電株式会社の配電線「エノシマキタ３１Ｎ７号柱」より引き込み

 　　した陸上自衛隊徳島駐屯地の構内柱上に設置した陸上自衛隊徳島駐屯地の気中開

　　 閉器の電源側リード線の接続点とする。

 (4)　 電気工作物の財産分界点

  　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社の所有である。

 (5)　 保安上の責任分界点

　　　（３）に同じ。但し、取引用計量装置及び遠隔検針装置は四国電力送配電株式会

　　 社がその保安の責めを負う。

標準　６，０００〔Ｖ〕

２　　当施設の受電設備等

     電力量が契約電力と同じ値とする。）

 (6)　 業種及び用途

仕　　　様　　　書

陸上自衛隊徳島駐屯地

１　　調達物品名及び予定数量

 (1)　 調達物品名

 (2)　 契約電力

 (5)　 需要場所

 (7)　 契約期間における予定力率

１，７０３，０００（ＫＷｈ）

　　 エ　周波数

自　令和８年４月　１日　００：００

至　令和９年３月３１日　２４：００

 (3)　 使用期間予定使用電力量

 (4)　 使用期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月別予定使用電力量は、別紙第２に記載）

　　 イ　受電電圧

　　 ウ　計量電圧 標準　６，０００〔Ｖ〕

　　 オ　受電方式

　　　　　電力量計構成

　　 ア　受電電気方式
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 (6)　 その他

４　　入札書に添付して提出すべき書類

 (7)　 二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件に適合し

 (8)　 再生可能エネルギー電源の割当計画書及び内訳（参考：付紙第１　特定電源割当計画

　　 書様式例）

　 と判断がなされた場合には不合格となり、落札決定の対象から除外する。

　 とおりである。

　　 ア　力率の保持のため自動力率調整装置を設置しており、使用期間中の力率は１００％

　　　 を保持する予定。

 (1)　 入札参加証明書(適合証明書）

 (2)　 供給する能力を有することを証明する発電設備の概要等に関する資料

 (5)　 電気事業法（３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定に基づき一般電気事業者と

 (2)　 要求要件は全て必須の要求要件である。

 (3)　 必須の要求要件は当施設が必要とする最低限の要求要件を示しており、履行されない

　　 エ　冷暖房設備、給湯設備及び厨房設備等に要する全ての熱源を電気でまかなっている。

　 他で求める提出資料の内容を審査して行う。

 (4)　 当施設の要求要件を履行できるか否かの判断は、当施設が本件に係る提案仕様書その

 (3)　 障害支援体制に関する資料

３　　当施設の要求要件

 (1)　 本調達に係る当施設の要求要件（以下(要求要件」という。）は、別紙第１に示す

　　 イ　フリッカ発生装置機器等電気の質に影響を与える負荷設備は特に有してない。

　　 ウ　非常用自家発電設備（系統非連結型　５００ＫＶＡ　１台　　７５ＫＶＡ　２台）

　　 た事を証明する書類

　　 オ　その他、この仕様書に定めのない事項については、官側との協議の上、決定するもの

　　 　とする。

 　して許可を得ていることを証明する書類、または、電気事業法第１６条の２第１項の規

   定に基づき特定規模電気事業者の届出をしていることを証明する書類

 (6)　 電気事業法第１６条の２第１項に規定する特定規模電気事業者の場合は、一般電気事

　 業者との接続が可能であることを証明する書類及び電気託送確約書

　　　 を有している。

 (4)　 供給条件に関する資料（特定規模需要電気供給条件等）
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要求要件

１ 　基本的要求要件

　 こと。ただし当該設備等に改修および改造等が必要であるときは当施設と協議すること。

(2)　障害等が発生した場合には迅速に対処できる体制を有すること。

２　 契約に関する要求要件

(1)　時間帯別等の部分供給契約はしない。

(2)　四国地区の一般電気事業者が実施する燃料費調整ならびに力率の変動及びその他の要因

　　　　による料金の調整と同等の調整を行う。

(3)　入札価格の算定にあたっては、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び電気事業者によ

　　　　る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しない。

(4)　二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件を満たすこ

　　と。

(5)　供給した電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率及び内訳について確認できる資

    料を書面（参考：付紙第２　特定電源割当証明書）で半期ごと（９月・３月）の頻度で

　  官側へ提出すること。

(1)　当施設が要求する期間中、当施設の設備等を利用して安定した電気の供給が可能である

別紙第１
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       別紙第２

月別予定使用電力量

予定使用電力量（ｋｗｈ）年　月

90,000

84,000

174,000

181,000

162,000

110,000

106,000

165,000

184,000

175,000

1,703,000

令和8年 4月

令和8年 5月

令和8年 6月

令和8年 7月

令和8年 8月

令和8年 9月

計

令和8年 10月

119,000

令和8年 11月

令和8年 12月

令和9年 1月

令和9年 2月

令和9年 3月 153,000
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       別紙第３

月別最大需要電力実績（参考）

年　月 最大需要電力（ｋｗ）

令和６年 １１月 296

令和６年 １２月 433

令和７年 １月 450

令和７年 ２月 468

令和７年 ３月 398

令和７年 ４月 336

令和７年 ５月 253

令和７年 ６月 382

令和７年 ７月 486

令和７年 ８月 486

令和７年 ９月 442

令和７年 １０月 350
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特定電源割当計画書様式例 

 

 

付紙第 1 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　需要施設名等

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（再エネ由来電力量の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約予定電力

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　計　画　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値については、●●●●に移転する計画である。

○○年度に以下の通り●●●●に電力を供給することを計画する。

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

※計画作成時点において、供給元発電所等について未定である場合は、可能な範囲で細部について記載すること
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

○○年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

付紙第 2 
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